
災害時における民間賃貸住宅の媒介に関する協定書

（趣旨）

第１条 この協定は、新潟県（以下「甲」という。）が、社団法人新潟県宅地建物取引業

協会（以下「乙」という。）に対し、災害時における民間賃貸住宅の媒介に関して協力

を求めるときに必要な事項を定めるものとする。

（協力要請の手続）

第２条 甲は、災害時において必要があると認められるときは、乙に対し協力要請を行

うことができる。

２ 前項の規定による要請は、原則として文書によるものとする。ただし、緊急を要す

る場合には、口頭で要請することとし、後日、速やかに文書を送付するものとする。

（協力業務）

第３条 乙は、甲の要請があったときは、会員の宅地建物取引業者（以下「会員業者」

という。）に対し、被災者への媒介を無報酬で行うよう協力を求めるものとする。

２ 乙は、会員業者の媒介事務が円滑に行われるよう、必要な措置を講ずるものとする。

（被災者等への周知）

第４条 甲は乙に協力要請を行ったときは、被災者及び対象市町村に対して制度の周知

を図るものとする。

（連絡窓口）

第５条 この協定に関する連絡窓口は、甲においては土木部都市局都市政策課、乙にお

いては本部事務局とする。

（その他）

第６条 この協定の実施に関し定めのない事項又は疑義が生じた事項については、その

都度甲乙協議して定めるものとする。

（適用）

第７条 この協定は、平成１９年１２月５日から適用する。



この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通

を保有する。

平成１９年１２月５日

甲 新 潟 県

代表者 新潟県知事 泉 田 裕 彦

乙 社団法人新潟県宅地建物取引業協会

会 長 志 田 常 弘


